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 決算取締役会開催日 平成１６年５月２０日  
 米国会計基準採用の有無 無  
 
１. １６年３月期の連結業績（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 
 （１）連結経営成績                             （百万円未満は切り捨て） 
  売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
  百万円  ％ 百万円      ％ 百万円   ％ 

 １６年３月期 ２７，９２６（  7.3） １，５４７（  417.2） １，６０３（ 498.0） 

 １５年３月期 ２６，０２７（△ 14.9）     ２９９（△ 27.1）   ２６８（△ 38.9） 

 
１株当たり 潜在株式調整後 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高 

 １株当たり    
   

当期純利益 
当期純利益 当 期 純 利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率 

  百万円 ％ 円    銭 円    銭 ％ ％ ％ 
 １６年３月期 △９９２(   －) △７７．１０   －    － △１６．６ ８．９ ５．７ 
 １５年３月期 ６４(△22.2)  ４．８１   －    －  １．１ １．４ １．０ 

（注） ①持分法投資損益 １６年３月期     ９百万円  １５年３月期  △ ６７百万円 
 ②期中平均株式数（連結） １６年３月期   12,937,987 株  １５年３月期  13,076,990株 
 ③会計処理の方法の変更 有 
 ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 （２）連結財政状態 
  総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
  百万円 百万円 ％ 円  銭 
 １６年３月期 １８，６８８ ５，５４７ ２９．７ ４３６．２８ 
 １５年３月期 １７，３７７ ６，３７７ ３６．７ ４８９．１７ 

  （注） 期末発行済株式数（連結） １６年３月期  12,714,747 株  １５年３月期  13,037,897株 
 （３）連結キャッシュ・フローの状況 
  営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 
 １６年３月期 １，１２９    ４１０ △１，４３１    ６６３ 
 １５年３月期 １，７１６     ６６ △１，８１２    ５６０ 
 （４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
  連結子会社数 ５社   持分法適用非連結子会社数 －社   持分法適用関連会社数 ４社 
 （５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

 連結（新規） －社（除外）－社    持分法（新規） －社（除外）－社 
 

２．１７年３月期の連結業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 
  売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

  百万円 百万円 百万円 
 中 間 期 １２，０００  ２７０  １３０  
 通   期 ２６，０００  １，０００  ４５０  

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）３５円 ３９銭 
※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要

因によって予想数値と異なる場合があります。 
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料５ページをご参照ください。 
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１．企業集団の状況  
 
 
 

当社グループは、当社、子会社６社及び関連会社４社で構成され、その主な事業は電気通信設備工事業、一

般土木工事業及び電気通信材料、工具等の販売業並びに情報処理サービス等であります。各関係会社の事業に

係わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は次の通りであります。 
(１) 建設事業                                                                                 
 ・ＮＴＴ工事  ---- ＮＴＴより当社が受注する電気通信設備工事について、設計及び施工をしており、子会社

である明正電設(株)ほか３社が施工協力しております。 

 

 ・一般工事    ---- 当社が受注する情報通信工事、電気設備工事、土木工事等設備関係の設計及び施工を行っ

ております。 

(２) 販売事業等                                                                                
 
 
 

・機器材料    ---- 
販売 

 

当社が通信機器の販売を行うほか、子会社 西日本電材(株)、関連会社 九州通信産業(株)
が通信工事材料等の販売を行っております。また、関連会社 九州電機工業(株)が電気通信

設備関連機器等の開発、製造及び販売を行っております。 

 

 
・ソフト開発  ---- 
 販売 

子会社 (株)システムニシツウがソフトウェアの設計、開発、販売及び保守を行っておりま

す。 

関連会社 九州電話運輸(株)が通信工事材料の運搬及び引越業を行っております。 
子会社 西日本電材(株)及び関連会社 九州電話運輸(株)が通信機器、OA機器、車両等のリ

ースを行っております。 

  
 
 

・運送業      ---- 
・リース業    ---- 
 

  
 

 事業の系統図は次の通りであります。 

 
得    意     先 

   
 
 

 
 

   

当      社 

建 設 事 業 販売事業等 
 
 
 
 
 
 

  
建 設 事 業 販  売  事  業  等 

連結子会社 
明正電設(株) 
西部通信工業(株) 
(株)ニ－スエンジニアリング 

非連結子会社 １社 
関連会社 

＊(有)星州建設 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

連結子会社 
      西日本電材(株) 
      (株)システムニシツウ 
関連会社 
    ＊九州通信産業(株) 
    ＊九州電機工業(株) 
    ＊九州電話運輸(株) 

＊ 印は持分法適用会社 
（注）当社は明正電設株式会社を平成１５年７月７日付けで１００％（前期末７０％）子会社化し、 
  明正電設株式会社は平成１５年１０月１日付で株式会社シスケンエンジニアリングと合併いた 

しました。 
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２．経営方針 

 (１) 経営の基本方針 

 当社及びグループ各社は、「最大の誠意を以て最良の技術を提供せむことを欲す」を企業理念とし通信と情

報処理技術を融合した総合エンジニアリング企業として事業運営を図り、高度情報社会の発展に貢献すべく連

結経営を推進しております。 
この企業理念のもと、「お客様の満足を得る設備、サービスを提供する」を品質方針に掲げ、①人身・設備

事故“0”の達成 ②完全な設備（品質、納期）の納入 ③クレームの把握・反映による、顧客満足度の向上

並びに労働安全衛生レベルの継続的改善、パフォーマンス向上のための効率的システムの確立を目指し、全グ

ループをあげた取り組みを行っております。 
 

 (２) 利益配分に関する基本方針 

 当社は、財務状況及び利益水準を総合的に勘案し、将来の経営活動に備えた財務体質の強化と、株主の皆様

に対し永続的に安定した配当水準を維持することを基本方針としております。 
なお、上記方針に基づき当期の配当金は、１株につき６円を予定しております。また、次期の配当につきま

しては、創立５０周年を迎えるにあたり普通配当１株につき６円に加えて、記念配当１株につき２円の合計８

円の配当を予定しております。 
 

 (３) 中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題 

 当企業グループの主な事業分野である情報通信市場は各通信事業者間の熾烈な価格競争により、当社の主た

る取引先である西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本）も「需要対応投資型」への投資構造転換をされ、従

来型の通信設備投資は減少、さらに発注価格についても低廉化傾向にあり、当企業グループを取り巻く経営環

境はますます厳しいものになっております。 
 しかしながら、政府のｅ－Ｊａｐａｎ戦略、即ち光ファイバによる超高速インターネット接続で、全ての国

民が情報通信（ＩＴ）を積極的に活用し、その恩恵を最大限に享受できる「知識創造型社会」を実現する構想

は着実にそして早期化のトレンドにあり、当社も永年の情報通信技術力をベースとし更なるＩＴ／ＩＰ技術力

の向上を図り、この機会を逃さず新しいビジネスチャンスと捉え、市場の開拓、業容の拡大を図っていきます。 
 このような企業環境下で、当社の課題は、経営の抜本的改革であると考え、平成１５年度より「ＮＳ２００

５（２００３年度～２００５年度）」として中期経営計画をスタートさせ、経営の効率化を図るとともに人件

費をはじめとする各種経費の大幅削減、新人事制度導入の推進、またコーポレートガバナンスの重要性を鑑み、

社内規則の整備も行ったところであり、平成１６年３月期の業績はこうした施策のもと、一応の成果をみたと

判断しております。 
加えて、平成１６年は当社創立５０年にあたるところから、本年度を次の５０年を目指した創業期に位置づ

け「ＳＹＳＫＥＮ チャレンジ ５０」のスローガンのもと、「仕事の仕組みと意識の改革」に挑戦し、更な

る事業改革を推し進め、今後とも競争力強化と効率化促進を図りお客様と株主の皆様のご期待にこたえられ、

安定した収益が確保できる会社を目指しグループ一丸となって企業価値の向上に努めてまいります。 

 「ＳＹＳＫＥＮ チャレンジ ５０」のチャレンジ項目は下記の通りであります。 
  

  ① 意識改革へのチャレンジ 

  ② 売上高増加と経常利益率向上へのチャレンジ 

  ③ 工事品質ＮＯ．１へのチャレンジ 

  ④ 仕事の仕組み再構築へのチャレンジ 

  ⑤ １０年後を目指した人材育成へのチャレンジ 
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 (４) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

 （基本的な考え方） 
 当社は、企業統治（コーポレートガバナンス）とは、企業経営の効率性、健全性のシステムを構築するこ

とにより、会社を巡る利害関係者（ステークホルダー）である株主、従業員、取引先等との調和を図り、企

業価値の維持増大を図ることが基本的なあり方と考えております。 
 （施策の実施状況） 

当社の取締役会は、経営の基本方針及び業務遂行に関する重要事項の決定を行うとともに、各取締役の職

務の執行状況を監督しております。また、監査役会は、監査役３名（うち社外監査役１名）で構成され、取

締役会、その他重要な会議に出席し、取締役の職務執行を監視する体制となっております。内部監査につき

ましても、監査部が全ての事業所、関係会社に対して内部監査を実施しております。 
 当社は、企業倫理及び遵法精神に基づいて企業行動の責任を図るため、コンプライアンス規定の策定、協

力会社相談室の開設等コンプライアンス体制の充実に取り組んでおります。また、複数の法律・税務事務所

と契約を結び、法律及び税務問題全般に関して、助言と指導を適時に受けられる体制を設けてコーポレー

ト・ガバナンスの充実に努めております。 

 

３．経営成績及び財政状態 

 (１) 経営成績 

 ① 当該事業年度の経営成績 

  当期におけるわが国経済は、企業業績の順調な拡大、株価の上昇等に支えられ景況感の回復が見られるも

のの、イラク情勢等から先行きの影響が懸念される状況で推移しております｡ 

当社関連の情報通信分野では、ＩＰ化、光化、ブロードバンド化といった電気通信事業始まって以来の革

新により、市場構造は急激に変化しております。また、移動体通信市場は端末の高機能化、アプリケーショ

ンの高度化に向けた取り組みが行われ設備投資が拡大しております。 

一方、当社の主たる取引先である西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本）では本格的なブロードバンド

時代に向けて基盤となる光アクセス網の充実、インターネットの拡大によるＩＰ電話の対応に向け積極的な

設備投資をされております。 

このような状況の中、当社及びグループ各社は、情報通信事業を基盤とし、ＮＴＴ関連工事はもとより官

需・民需関係の受注拡大を図るため積極的な営業活動を展開しました。 

以上の結果、当期の受注高は２８０億１千５百万円（前期比１１６．５％）､売上高については２７９億

２千６百万円（前期比１０７．３％）となりました。 

また、利益につきましては売上高の増加及び人件費を中心とした固定費削減効果により、経常利益は１６

億３百万円（前期比５９８．０％）、となりましたが、当期において実施した希望退職者募集に伴う特別退

職金の支払い、大量退職に伴う退職給付費用の計上及び会計基準変更時差異の一括費用処理等により、当

期純損失は９億９千２百万円（前期比 －％）となりました。 
   

  部門別につきましては、以下のとおりであります。 

  （建設事業） 
   電気通信建設工事は、ブロードバンドサービスの基盤となる光アクセス網の充実、第３世代の移動

通信サービスエリア拡大等に向けた設備投資が行われたことから工事の受注は増加しました。また、

官需・民需の受注につきましては、営業体制を強化し受注拡大に向けて営業活動を展開いたしました。

その結果、当連結会計年度の売上高は235 億 9 千 3 百万円（前期比107.9％）と前連結会計年度に比し

て 17 億 2 千 3 百万円の増収となりました。利益につきましては、売上高の増加及び人件費を中心とし

た固定費削減効果により営業利益は 21 億 8 百万円（前期比234.8％）と前連結会計年度に比して11 億

5 千 8 百万円の増益となりました。 
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（販売事業等） 

   販売事業等においては、情報通信関連の材料､商品の販売の増加等により、当連結会計年度の売上高は

43 億3 千3百万円（前期比104.2％）と前連結会計年度に比して1 億7 千5百万円の増収となりましたが

営業利益は競争の激化等の影響により前連結会計年度に比して 0 百万円減少し、5 千 4 百万円（前期比

99.4％）となりました。 

 ② 次事業年度の見通し 

  次期の見通しにつきましては、個人消費の動向に明るい兆しが見え、引き続き回復基調が見込まれますが、

雇用情勢は依然として不透明であり、本格的な景気の回復は当面先になるものと思われます。 
一方、情報通信分野はインターネットとｉモードの爆発的普及を引き金に高速・大容量のネットサービス

の需要は益々高まり、ブロードバンドをキーワードとした多種多様な通信サービスの普及拡大と利用料金の

低廉化は急速に進んでおり、政府のｅ－ｊａｐａｎ構想に基づき、地方自治体では高速ネットワークの構築

が急速に進められ、２１世紀はＩＴを中心としたネットワーク社会に変貌しようとしております。 
このような経営環境のもとで当社は、平成１６年度は当社創立５０年にあたるところから、本年度を次の

５０年を目指した創業期に位置づけ「ＳＹＳＫＥＮ チャレンジ ５０」のスローガンのもと、「仕事の仕組

みと意識の変革」に挑戦し、更なる事業改革を推し進め、今後とも競争力強化と効率化促進を図り、お客様

と株主の皆様のご期待にこたえるべく、安定した収益を確保できる会社を目指し全社一丸となって企業価値

の向上に努めてまいります。 
  
 なお、次期の連結業績見通しにつきましては、以下のとおりであります。 

 単位：百万円 

   売 上 高 経常利益 当期純利益  

  通  期 26,000（△6.9％） 1,000（△37.6％） 450（－％）  

 （注）売上高、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は対前期増減率 
  
 売上高につきましては、繰越工事が増加したものの、当期受注は前年から若干減少し、主に移動体通信

工事の減少が予測され、６．９％の減と見込んでおります。利益につきましては、引き続き構造改革の推進

によりコスト削減と経営の効率化を図ってまいりますが、売上高の減少及び競争激化等の影響を受け減少

を見込んでおります。 
 （注）本資料における業績の見通しは、当社が発表日現在で入手可能な情報に基づき作成したものであり実

際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
 
 （２）財政状態 
 
 当連結会計年度における連結キャッシュ・フローは次のとおりです。 
 現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ 1億2百万円増加し、6億6千 

3百万円となりました。 
  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、11 億2 千9 百万円（前年同期は 17 億1 千6百万円の獲得）となりまし

た。これは主に、退職給付引当金の増加による収入 23 億6 千8百万円及び仕入債務の増加による収入 4億

1 千万円があったものの、税金等調整前当期純損失 14 億7 千2百万円が計上されたことによるものであり

ます。 
  
 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 投資活動の結果得られた資金は、4 億 1 千万円（前年同期は6 千6 百万円の獲得）となりました。 

これは主に、投資有価証券の売却による収入 6 億 6 百万円によるものであります。 
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 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 財務活動の結果使用した資金は、14 億3 千1 百万円（前年同期は 18 億1 千2百万円の使用）となりまし

た。これは借入金の返済による支出14億 9千 3百万円によるものであります。 

  

  なお、当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。 

  第４８期 第４９期 第５０期 第５１期  

  平成 13年 3月期 平成 14年 3月期 平成 15年 3月期 平成 16年 3月期  

 自己資本比率（％） ２９．２  ２９．８  ３６．７  ２９．７  
 
 

 
時 価 ベ ー ス の 
自己資本比率（％） 

１３．７  １２．７  １２．７  １６．３   

 債務償還年数（年） ４．１  －  ３．１  ３．６  
 
 

 ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ ２３．５  －  １７．９  １４．１  
 
 

 
 自 己 資 本 比 率 ： 自 己 資 本 ／ 総 資 産  

 時 価 ベ ー ス の 自 己 資 本 比 率 ： 株 式 時 価 総 額 ／ 総 資 産  
 債 務 償 還 年 数 ： 有 利 子 負 債 ／ 営業キャッシュ・フロー  

 インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー ／ 利 払 い  

  
 ＊ いずれも連結ベースでの財務数値により計算しております。 

 キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。有利子負債は貸借対照表に計上

されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについて

は、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。なお、第４９期連結会計年 
度においては、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスのため債務償還年数及びインタレスト・

カバレッジ・レシオの記載を省略しております。 
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４．連結財務諸表等 

（１）連結貸借対照表  

前 連 結 会 計 年 度 
（平成１５年３月３１日現在） 

当 連 結 会 計 年 度 
（平成１６年３月３１日現在） 科    目 

金   額 構成比 金   額 構成比 
増減金額 

（資産の部） 百万円 ％ 百万円 ％  百万円 

       

Ⅰ 流 動 資 産  ９，９５８ 57.3 １０，４１２ 55.7  ４５３ 

 現 金 預 金 ８１９  ９７６   １５７ 

 受 取 手 形 ・ 完 成 工 事 未 収 入 金 等  ７，０３６  ７，２７３   ２３７ 

 未 成 工 事 支 出 金 １，０８３  １，２８２   １９９ 

 そ の 他 た な 卸 資 産 ４５４  ３５２  △ １０１ 

 繰 延 税 金 資 産 １０４  ２１３   １０９ 

 そ の 他 ４８３  ３２９  △ １５４ 

 貸 倒 引 当 金 △     ２１  △     １６   ５ 

        

Ⅱ 固 定 資 産  ７，４１８ 42.7 ８，２７６ 44.3  ８５７ 

 有 形 固 定 資 産  ３，４４５ 19.8 ３，３２６ 17.8 △ １１９ 

 建 物 ・ 構 築 物 １，２８５  １，１２８  △ １５６ 

 機械・運搬具・工具器具備品  ２７４  ２２９  △ ４５ 

 土 地 １，８８５  １，９５７   ７２ 

 そ の 他 －  １０   １０ 

       

 無 形 固 定 資 産  １１５ 0.7 １０１ 0.5 △ １３ 

       

 投資その他の資 産  ３，８５７ 22.2 ４，８４８ 26.0  ９９０ 

 投 資 有 価 証 券 ３，０７９  ３，４１２   ３３３ 

 長 期 貸 付 金 ２６６  ２１８  △ ４８ 

 繰 延 税 金 資 産 ３０４  １，０８２   ７７８ 

 そ の 他 ４４２  ３５２  △ ９０ 

 貸 倒 引 当 金 △    ２３５  △    ２１７   １８ 

       

       

資 産 合 計 １７，３７７ 100.0 １８，６８８ 100.0  １，３１０ 

 
 
 
 
 
 
 

 

 



－８－ 

前 連 結 会 計 年 度 
（平成１５年３月３１日現在） 

当 連 結 会 計 年 度 
（平成１６年３月３１日現在） 科    目 

金   額 構成比 金   額 構成比 
増減金額 

（ 負 債 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％  百万円 

       

Ⅰ 流 動 負 債  ９，６９３ 55.8 ９，６６３ 51.7 △ ３０ 

 支払手形・工事未払金等  ３，９５０  ４，３６０   ４１０ 

 短 期 借 入 金 ５，０３７  ３，８６７  △ １，１６９ 

 未 払 法 人 税 等 １９２  ４９９   ３０６ 

 未 成 工 事 受 入 金 ６３  １４０   ７６ 

 賞 与 引 当 金 １６１  ３５９   １９７ 

 完成工事補償引当金 ２  ２  △ ０ 

 そ の 他 ２８５  ４３４   １４８ 

        

Ⅱ 固 定 負 債  １，２４９ 7.2 ３，４７７ 18.6  ２，２２７ 

 長 期 借 入 金 ３２９  ２０５  △ １２４ 

 退 職 給 付 引 当 金 ６７０  ３，０３８   ２，３６８ 

 役員退職慰労引当金 １６０  １０３  △ ５６ 

 そ の 他 ８９  １２９   ４０ 

       

負 債 合 計 １０，９４３ 63.0 １３，１４１ 70.3  ２，１９７ 

       

（ 少 数 株 主 持 分 ）       

少 数 株 主 持 分 ５６ 0.3 － 0.0 △ ５６ 

       

（ 資 本 の 部 ）       

Ⅰ 資 本 金 ８０１ 4.6 ８０１ 4.3  － 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 ５６０ 3.2 ５６０ 3.0  － 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 ４，８４８ 27.9 ３，７７４ 20.2 △ １，０７３ 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  １７８ 1.0 ４８１ 2.6  ３０２ 

Ⅴ 自 己 株 式 △     １０ △  0.0 △     ６９ △  0.4 △ ５９ 

資 本 合 計 ６，３７７ 36.7 ５，５４７ 29.7 △ ８３０ 

       

負債､少数株主持分及び資本合計  １７，３７７ 100.0 １８，６８８ 100.0  １，３１０ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



－９－ 

（２）連結損益計算書  

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 3 月 31 日 

自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平成 16 年 3 月 31 日 
科    目 

金   額 百分比 金   額 百分比 

増減金額 

  百万円   ％ 百万円   ％ 百万円 

Ⅰ 売 上 高  ２６，０２７ 100.0 ２７，９２６ 100.0  １，８９８ 

 完 成 工 事 高  ２１，８６９  ２３，５９３   １，７２３ 

 そ の 他 売 上 高  ４，１５８  ４，３３３   １７５ 

Ⅱ 売 上 原 価  ２３，６２６ 90.8 ２４，３８１ 87.3  ７５４ 

 完 成 工 事 原 価  ２０，１６０  ２０，７２３   ５６２ 

 そ の 他 売 上 原 価  ３，４６５  ３，６５７   １９２ 

 売 上 総 利 益  ２，４０１ 9.2 ３，５４５ 12.7  １，１４４ 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  ２，１０２ 8.1 １，９９８ 7.2 △ １０３ 

 営 業 利 益  ２９９ 1.1 １，５４７ 5.5  １，２４８ 

Ⅳ 営 業 外 収 益  ２６６ 1.0 ２２４ 0.8 △ ４１ 

 受 取 利 息  １５  １５  △ ０ 

 受 取 配 当 金  ２１  ２２   ０ 

 連 結 調 整 勘 定 償 却 額  －  ２   ２ 

 持 分 法 に よ る 投 資 利 益  －  ９   ９ 

 受 取 賃 貸 料  ５５  ５５  △ ０ 

 資 格 取 得 協 力 金  ３６  ３５  △ ０ 

 そ の 他  １３６  ８４  △ ５２ 

Ⅴ 営 業 外 費 用  ２９７ 1.1 １６８ 0.6 △ １２８ 

 支 払 利 息  ８９  ８１  △ ７ 

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額  ４３  ２７  △ １６ 

 持 分 法 に よ る 投 資 損 失  ６７  －  △ ６７ 

 為 替 差 損  ２３  ７  △ １５ 

 そ の 他  ７２  ５１  △ ２１ 

 経 常 利 益  ２６８ 1.0 １，６０３ 5.7  １，３３５ 

        

Ⅵ 特 別 利 益  ５０８ 1.9 ６８０ 2.4  １７２ 

 固 定 資 産 売 却 益  ２４３  １２７  △ １１５ 

 投 資 有 価 証 券 売 却 益  －  ４９８   ４９８ 

 建 物 移 転 等 補 償 金  ２６４  ５４  △ ２１０ 

        

Ⅶ 特 別 損 失  ５３２ 2.0 ３，７５６ 13.4  ３，２２４ 

 固 定 資 産 除 却 損  ９６  ９０  △ ５ 

 特 別 退 職 金  ３２１  ８３１   ５１０ 

 大量退職に伴う退職給付費用  －  １，４８７   １，４８７ 

 退職給付会計基準変更時差異一括費用処理額   －  １，１５０   １，１５０ 

 投 資 有 価 証 券 売 却 損  －  ３６   ３６ 

 投 資 有 価 証 券 評 価 損  １０２  １５８   ５６ 

 ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損  １２  －  △ １２ 

        

 税金等調整前当期純利益又は当期純損失（△）  ２４４ 0.9 △ １，４７２ △ 5.3 △ １，７１６ 

 法人税､住民税及び事業税  ２４１ 0.9 ６０７ 2.2  ３６６ 

 法 人 税 等 調 整 額  △    ６３ △ 0.2 △ １，０８７ △ 3.9 △ １，０２４ 

 少数株主利益又は損失（△ ）       １  0.0 －  △ １ 

 当期純利益又は当期純損失（△）  ６４ 0.2 △   ９９２ △ 3.6 △ １，０５６ 
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（３）連結剰余金計算書 
 

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 
自 平成 14 年 4 月 1 日 
至 平成 15 年 3 月 31 日 

自 平成 15 年 4 月 1 日 
至 平成 16 年 3 月 31 日 科    目 

金  額 金  額 

増減金額 

 百万円 百万円 百万円 

 （資本剰余金の部）         

Ⅰ．資 本 剰 余 金 期 首 残 高   ５６０  ５６０   － 

 資 本 準 備 金 期 首 残 高   ５６０  ５６０   － 

Ⅱ．資 本 剰 余 金 期 末 残 高   ５６０  ５６０   － 

 （利益剰余金の部）         

Ⅰ．利 益 剰 余 金 期 首 残 高   ４,８７７  ４，８４８  △   ２８ 

 連 結 剰 余 金 期 首 残 高   ４,８７７  ４，８４８  △   ２８ 

Ⅱ．利 益 剰 余 金 増 加 高  ６４  △   ９９２  △ １，０５６ 

 当期純利益又は当期純損失（△）   ６４  △   ９９２  △ １，０５６ 

Ⅲ．利 益 剰 余 金 減 少 高  ９３  ８１  △ １２ 

 株 主 配 当 金  ９１  ７８  △ １３ 

 役 員 賞 与 金  １  ２   １ 

Ⅳ．利 益 剰 余 金 期 末 残 高  ４,８４８  ３，７７４  △ １，０７３ 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書  
前連結会計年度 当連結会計年度 

   自 平成１４年４月 1 日    自 平成１５年４月 1 日 

   至 平成１５年３月３１日    至 平成１６年３月３１日 
科   目 

金   額 金   額 

増減金額 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 百万円 百万円 
 税金等調整前当期純利益又は当期純損失（△ ）  ２４４  △ １，４７２  △ １，７１６  
 減 価 償 却 費  ２６２  ２５５  △      ７  
 連 結 調 整 勘 定 償 却 額  －  △     ２  △     ２  
 退職給付引当金の増減額（減少：△）  １８６  ２，３６８   ２，１８１  
 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 減 少 額  －  △    ５６  △    ５６  
 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 ( 減 少 ： △)  △   ２３３  １９７  ４３０  
 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 ( 減 少 ： △)  ２３  △    ２３  △    ４７  
 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金  △    ３７  △    ３７  △         ０  
 支 払 利 息  ８９  ８１  △     ７  
 為 替 差 損 益(差益：△)  △     １  ６  ８  
 持 分 法 に よ る 投 資 利 益  ６７  △     ９  △       ７６  
 投 資 有 価 証 券 売 却 益  △    ２０  △   ４９８  △   ４７７  
 投 資 有 価 証 券 売 却 損  ２１  ３６  １５  
 投 資 有 価 証 券 評 価 損  １０２  １５８  ５６  
 固 定 資 産 売 却 益  △   ２４３  △   １２７  １１５  
 固 定 資 産 除 却 損  ９６  ９０  △     ５  
 売 上 債 権 の 増 減 額 ( 増 加 ： △ )  ２，０６５  △   ２３７  △ ２，３０３  
 未成工事受入金の増減額(減少：△ )  △   １１３  ７６  １８９  
 未成工事支出金の増減額(増加：△ )  ３２３  △   ２００  △     ５２３  
 た な 卸 資 産 の 増 減 額 ( 増 加 ： △)  １４０  １０３  △       ３６  
 仕 入 債 務 の 増 減 額 ( 減 少 ： △ )  △   ９７７  ４１０  １，３８７  
 未 払 消 費 税 の 増 減 額 ( 減 少 ： △ )  △    ２８  ５０  ７８  
 建 物 移 転 等 補 償 金  △   ２６４  △    ５４  ２１０  
 特 別 退 職 金  ３２１  ８３１  ５１０  
 そ の 他  △    ９９  ２９９  ３９９  
  小          計  １，９２４  ２，２４６  ３２２  
 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額  ３７  ４１  ４  
 利 息 の 支 払 額  △    ９５  △    ８０  １５  
 建 物 移 転 等 補 償 金 受 取 額  ２６４  ５４  △     ２１０  
 特 別 退 職 金 の 支 払 額  △   ３２１  △   ８３１  △     ５１０  
 法 人 税 等 の 支 払 額  △    ９２  △   ３０１  △     ２０８  
 営業活動によるキャッシュ・フロー １，７１６  １，１２９  △     ５８７  
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前連結会計年度 当連結会計年度 
   自 平成１４年４月 1 日    自 平成１５年４月 1 日 

   至 平成１５年３月３１日    至 平成１６年３月３１日 
科   目 

金   額 金   額 

増減金額 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー       
 定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出  －  △   ２５８  △     ２５８  
 定 期 預 金 の 払 戻 し に よ る 収 入  －  ２０３  ２０３  
 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出  △   １８５  △   １７５  １０  
 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入  ２６２  １４４  △     １１７  
 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出  △    １３  △    ５０  △       ３６  
 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出  △    ３７  △    ５２  △       １４  
 投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入  ３９  ６０６  ５６７  
 子 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出  －  △     ７  △     ７  
 そ の 他 投 資 等 取 得 に よ る 支 出  △    ３３  △    ３７  △        ３  
 そ の 他 投 資 等 売 却 に よ る 収 入  ３１  １７  △       １３  
 貸 付 け に よ る 支 出  △   １０６  △   １４１  △       ３５  
 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入  １０９  １６１  ５１  
 投資活動によるキャッシュ・フロー ６６  ４１０  ３４４  
Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー       
 定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出  △   ２５８  －       ２５８  
 定 期 預 金 の 払 戻 し に よ る 収 入  ２８１  －  △   ２８１  
 短期借入金の純増減額(減少：△)  △ １，７６９  △ １，１７０  ５９９  
 長 期 借 入 れ に よ る 収 入  ３３０  ２００  △     １３０  
 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出  △   ２９３  △   ３２３  △       ２９  
 配 当 金 の 支 払 額  △    ９１  △    ７８  １３  
 少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額  △     ０  －  ０  
 自己株式の購入 ・取得による支出  △    １０  △    ５９  △       ４９  
 財務活動によるキャッシュ・フロー △ １，８１２  △ １，４３１  ３８１  
Ⅳ ．現金及び現金同等物に係る換算差額  １  △     ６  △         ８  
Ⅴ． 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）  △    ２８  １０２  １３０  
Ⅵ ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高  ５８９  ５６０  △       ２８  
Ⅶ ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高  ５６０  ６６３  １０２  
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［連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項］ 
１． 連結の範囲に関する事項 
 連結子会社数     ５社 

 
西日本電材(株)、明正電設(株)、(株)システムニシツウ、西部通信工業(株)、 
(株)ニースエンジニアリング 

 非連結子会社数    １社 非連結子会社は小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰 
余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を与えな 
いため連結の範囲から除いております。 

  
２． 持分法の適用に関する事項  
 持分法適用会社    ４社 

 
九州通信産業(株)、九州電機工業(株)、九州電話運輸(株)、(有)星州建設 
以上関連会社に対する投資についてはすべて持分法を適用しております。 

 持分法を適用しない  １社 
非連結子会社 

非連結子会社は上記と同様の理由により、持分法の適用範囲から除外して 
おります。 

  
３． 連結子会社の事業年度等に関する 

事項 
連結子会社の決算日はすべて３月３１日であります。 

  
４．会計処理基準に関する事項 
 （１）重要な資産の評価基準及び 

評価方法 
 

①有価証券    

その他有価証券  

  

 時価のあるもの 連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法 
(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

   時価のないもの 移動平均法による原価法 
  ②デリバティブ 時価法 
  ③たな卸資産  
  未成工事支出金 個別法による原価法 
  商 品 最終仕入原価法                  
  材料貯蔵品 移動平均法による原価法 
  (連結子会社は最終仕入原価法) 
 （２）重要な減価償却資産の減価 

償却の方法 
  

  有形固定資産 主として定率法 
  無形固定資産 定額法 
   なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。 
 （３）重要な引当金の計上基準  
  ①貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 
  ②賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 
  ③完成工事補償引当金 完成工事のかし担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事高に対す

る将来の見積補償額に基づき計上しております。 
  ④退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。なお、当社の会計基準変更時差

異については、当連結会計年度において未処理額を一括して費用処理しており

ます。連結子会社の会計基準変更時差異については、従来どおり、主として 
１０年による按分額を費用処理しております。 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務 
期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生 
の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 
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（会計処理の変更） 
当社の会計基準変更時差異については、従来７年による按分額を費用処理して

おりましたが、当連結会計年度において未処理額を一括して費用処理する方法

に変更しております。 

この変更は、当連結会計年度において当社の構造改革の一環として早期退職制

度に基づく希望退職者の募集を行った結果、当社の退職給付制度を構成する相

当数の従業員が一時に退職し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理

（企業会計基準適用指針第一号）」に規定する「大量退職」に該当するなど、

当社の退職給付制度にかかる当連結会計年度の状況と退職給付会計基準適用

時における状況に大きな乖離が生じたため、これを機に会計基準変更時差異の

費用処理方法の見直しを行い、財務体質の健全化を図ったものであります。 

この変更により、大量退職に伴う会計処理後の会計基準変更時差異未処理額

（1,109 百万円）を「退職給付会計基準変更時差異一括費用処理額」として特

別損失に計上しております。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、営業利益及び経常利益は 257

百万円、税金等調整前当期純損失は851百万円それぞれ多く計上されておりま

す。 
  ⑤役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額

を計上しております。 
 （４）重要な外貨建資産及び負債の 

      本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理しております。 
 （５）重要なリース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっており

ます。 
 （６）重要なヘッジ会計の方法  

  ①ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段     金利スワップ 
ヘッジ対象     借入金利息 

  ③ヘッジ方針 金融負債に係る将来の金利変動によるリスクを回避する目的で､金利スワップ

取引を行うこととしております｡ 
  ④ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ手段の変動の累計額とヘッジ対象の変動の累計額とを比較して判定し

ております。 
 （７）その他連結財務諸表作成のた 

   めの重要な事項 
 

  ①完成工事高の計上基準 工事完成基準 

  ②消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。 

    
５．連結子会社の資産及び負債の評価 

に関する事項 
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しており

ます。 
  
６．連結調整勘定の償却に関する事項 ２０年間の均等償却を行っております。ただし、金額が僅少な場合は発生年度

に全額償却しております。 
  
７．利益処分項目等の取扱いに関する 

事項 
連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利益処分又は損失処理に基づ

いて作成しております。 
  
８．連結キャッシュ・フロー計算書に 

おける資金の範囲 
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

については僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還日の到来

する短期投資からなっております。 
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  [注記事項] 
１．連結貸借対照表関係 
  前連結会計年度  当連結会計年度  
      （百万円）      （百万円）  
 (1) 有形固定資産の減価償却累計額 ２，５９４   ２，４８７   
 (2) 非連結子会社及び関連会社に対するもの       
  投資有価証券(株式) ７９９  ８７４   
 (3) 担保資産及び担保付債務       
  ① 担保に供している資産      
   投 資 有 価 証 券  ３３６  ７９   
   建     物  ５０３  ３６３   
   土     地  ３５１  ２９３   
   計  １，１９１  ７３５   
  ② 担保付債務       
   長 期 借 入 金  ３７９  ４０８   

   （１年以内を含む）        
   短 期 借 入 金  ７５５  ５５５   
   工 事 未 払 金  ３  １１   
  計  １，１３７   ９７５   
 (4) 保証債務       
  借入保証 １６９  １６５   
 (5) 自己株式の保有数 
 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式の数は、次のとおりであります。 
   ６２ 千株 ３８５ 千株  
   
２．連結損益計算書関係 
  前連結会計年度  当連結会計年度  
        （百万円）      （百万円）  
   (1) 販売費及び一般管理費のうち主要な費用及

び金額は次のとおりです。 
      

  従 業 員 給 与 手 当  ８４４   ８２１   

  賞与引当金繰入額  ３８   ８２   
  退 職 給 付 費 用  １７４   １０８   
  役員退職慰労引当金繰入   ２７   ３８   
  減 価 償 却 費  ９２   １１６   
   (2) 固定資産売却益 

  土 地  ２４１   １２７   
  機械・運搬具・工具器具備品  １   ０   
   (3) 固定資産除却損 

  建 物 ・ 構 築 物  ７３   ７０   
  機械・運搬具・工具器具備品  －   １４   
  そ の 他  ２２   ６   
   (4) 特別退職金 

     主として当社の構造改革の一環としての早期退職制度による退職金であります。  
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   (5) 大量退職に伴う退職給付費用 

     当社の構造改革の一環としての早期退職制度による退職を「退職給付制度間の移行等に関する会計処

理（企業会計基準適用指針第一号）」に規定する「大量退職」に準拠して会計処理を行った結果発生

した費用であり、内訳は次のとおりであります。 

 

  退職給付債務の消滅額とそれに対

応する退職金支払額との差額 
－   ３８５ 

  

  未認識数理計算上の差異の消滅額 －   ５２０   
  会計基準変更時差異未処理額の消

滅額 
－   ５８２ 

  

 

３．連結キャッシュ・フロー計算書に関する事項 

    現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                            （平成１６年３月３１日現在） 

  現 金 預 金  ９７６百万円  

  預入期間が３ヶ月を超える定期預金  ３１３百万円  

  現 金 及 び 現 金 同 等 物         ６６３百万円  

 
４．リース取引に関する事項 
 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
  前連結会計年度 当連結会計年度 

  取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

 運 搬 具 64 百万円 56 百万円 8 百万円 186 百万円 10 百万円 175 百万円 

 工具器具備品 31  19  12  23  16  6  

 合 計 95  75  20  209  27  182  

    

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

  前連結会計年度 当連結会計年度  

 1   年   内 13 百万円 33 百万円  

 1   年   超 8  150   

合       計 21  183   

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

  前連結会計年度 当連結会計年度  

 支払リース料 79 百万円 16 百万円  

 減価償却費相当額 71  14   

支払利息相当額 2  2   

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
   
 (5) 利息相当額の算定方法  
 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。 
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５．有価証券 
  前連結会計年度（平成１５年３月３１日現在） 
  (1) その他有価証券で時価のあるもの                  

             （単位：百万円） 

 区              分 取  得  原  価 連結貸借対照表計上額 差     額  

 株 式  １２６ ９４５ ８１８  

 債 券  － － －  
 そ の 他  － － －  

 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

小 計  １２６ ９４５ ８１８  

 株 式  １，６１０ １，０９５ △  ５１４  
 債 券  － － －  
 そ の 他  ３１ ２６ △    ４  

 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

小 計  １，６４１ １，１２２ △  ５１９  

 合             計  １，７６８ ２，０６７ ２９９  

 
  (2) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成１４年４月１日  至 平成１５年３月３１日） 
                                                         （単位：百万円） 

 売  却  額 売却益の合計額 売却損の合計額  

 ３９  ２６  ２１   

 
  (3) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１５年３月３１日） 
                             （単位：百万円） 

 区          分 連結貸借対照表計上額  

 その他有価証券    
 非上場株式（店頭売買株式を除く） ２１２   

 
     当連結会計年度（平成１６年３月３１日現在） 
  (1) その他有価証券で時価のあるもの 
                                                           （単位：百万円） 

 区              分 取  得  原  価 連結貸借対照表計上額 差     額 
 

 株 式  １,１０２ １,９４３ ８４１  
 債 券  － － －  
 そ の 他  ２１ ３０ ９  

 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

小 計  １,１２３ １,９７４ ８５１  

 株 式  ３６３ ３２３ △    ３９  
 債 券  － － －  
 そ の 他  １０ ８ △     ２  

 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

小 計  ３７３ ３３２ △    ４１  

 合             計  １,４９６ ２,３０６ ８０９  

  （注）その他有価証券で時価のある株式について、128百万円減損処理を行っております。 
   下落率が５０％を超える有価証券については、原則として減損処理することとしております。 
   また、３０％以上５０％未満で下落した有価証券については、発行会社の財政状態及び時価の推

移等を勘案して回復の可能性を判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き減損処理
を行っております。 

 

 
  (2) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成１５年４月１日  至 平成１６年３月３１日） 
                                                         （単位：百万円） 

 売  却  額 売却益の合計額 売却損の合計額  

 １４４  ４９８  ３６   

 
  (3) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１６年３月３１日） 
                             （単位：百万円） 

 区          分 連結貸借対照表計上額  

 その他有価証券    
 非上場株式（店頭売買株式を除く） ２３１   

 



－１８－ 

６．デリバティブ取引 
 前連結会計年度（自 平成１４年４月１日 至 平成１５年３月３１日） 
  当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しておりますので、該当事項はありません。  
 当連結会計年度（自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日） 
  当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しておりますので、該当事項はありません。  
 

７．退職給付に関する事項 
 
  前連結会計年度（自 平成１４年４月１日  至 平成１５年３月３１日） 
 ① 採用している退職給付制度の概要 
  

 
 
 
 
 

当社及び連結子会社の一部は､確定給付型の制度として､適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。また、従業員の退職等に際して、選択定年制による割増退職金及び早期退職募集による特別退職金を支払う場

合があります。  
当社については、昭和４８年より退職一時金制度から適格退職年金制度へ段階的に移行しております。当連結会

計年度末現在、当社及び連結子会社全体で退職一時金制度については５社が有しており、適格退職年金は３年金を

有しております｡ 
  
 ② 退職給付債務に関する事項（平成１５年３月３１日現在） 

                                                               （単位：百万円） 
  イ．退職給付債務 △ ８，１４４   
  ロ．年金資産 ４，０４７   
  ハ．未積立退職給付債務 △ ４，０９６   
  ニ．会計基準変更時差異の未処理額 １，９１９   
  ホ．未認識数理計算上の差異 １，５０６   
  ヘ．退職給付引当金 △   ６７０   

  （注）連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。  
  
 ③ 退職給付費用に関する事項（自  平成１４年４月１日   至  平成１５年３月３１日） 
                                                                （単位：百万円） 
  イ．勤務費用 ３８４   
  ロ．利息費用 ２１０   
  ハ．期待運用収益 △   １８７   
  ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 ４６７   
  ホ．数理計算上の差異の費用処理額 １４４   
  ヘ．退職給付費用 １，０１９   

      
  （注） （1） 上記退職給付費用以外に、早期退職募集による特別退職金３２１百万円（特別損失）を支払っており

ます。 
    
   （2） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ．勤務費用」に計上しております。 

   
 ④ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項   
  イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準  
  ロ．割引率 ２．５％  
  ハ．期待運用収益率 ３．５％  
  ニ．数理計算上の差異の処理年数 発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数(10

年) による定額法により、翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 
  ホ．会計基準変更時差異の処理年数 ７年 
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  当連結会計年度（自 平成１５年４月１日  至 平成１６年３月３１日） 
 ① 採用している退職給付制度の概要 
  

 
 
 
 
 

当社及び連結子会社の一部は､確定給付型の制度として､適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。また、従業員の退職等に際して、選択定年制による割増退職金及び早期退職募集による特別退職金を支払う場

合があります。  
当連結会計年度末現在、当社及び連結子会社全体で退職一時金制度については４社が有しており、適格退職年金

は２年金を有しております｡ 

  
 ② 退職給付債務に関する事項（平成１６年３月３１日現在） 

                                                               （単位：百万円） 
  イ．退職給付債務 △ ５，６１５   
  ロ．年金資産 １，６２２   
  ハ．未積立退職給付債務 △ ３，９９３   
  ニ．会計基準変更時差異の未処理額 １１５   
  ホ．未認識数理計算上の差異 ８３９   
  ヘ．退職給付引当金 △ ３，０３８   

  （注） （1）連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
   （2）会計基準変更時差異の未処理額は、一部の連結子会社にかかるものであり、主と 

して１０年で償却しております。 
 

   

 ③ 退職給付費用に関する事項（自  平成１５年４月１日   至  平成１６年３月３１日） 
                                                                （単位：百万円） 
  イ．勤務費用 ２６５   
  ロ．利息費用 １３４   
  ハ．期待運用収益 △    ３１   
  ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 ７０   
  ホ．数理計算上の差異の費用処理額 １２０   
  へ．大量退職に伴う退職給付費用処理額 １，４８７   
  ト．会計基準変更時差異一括費用処理額 １，１５０   
  チ．退職給付費用 ３，１９７   

      
  （注） （1） 上記退職給付費用以外に、早期退職募集による特別退職金８３１百万円（特別損失）を支払っており

ます。 
    
   （2） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ．勤務費用」に計上しております。 

   
 ④ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項   
  イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準  
  ロ．割引率 ２．５％  
  ハ．期待運用収益率 ２．５％  
  ニ．数理計算上の差異の処理年数 発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数(10

年) による定額法により、翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 
    
    
    
    
    
    
    
    



－２０－ 

８．税効果会計に関する事項 
 (1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 
                                                                                （単位：百万円）          

 前連結会計年度  当連結会計年度  
 繰延税金資産     
  退職給付引当金損金算入限度超過額 ２１３  １，１９７ 
  賞与引当金損金算入限度超過額 ４７  １４５ 
  貸倒引当金損金算入限度超過額 １５７  ８８ 
  投資有価証券評価損 －  ６２ 
  役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 ６５  ４２ 
  未払事業税否認 １５  ４０ 
  その他 １０６  １０６ 
 繰延税金資産小計 ６０５  １，６８３  
 評価性引当額 △   ３３  △    ２３  
 繰延税金資産合計 ５７２  １，６６０  
 繰延税金負債     
  固定資産圧縮積立金 △   ４１  △    ３４  
  その他有価証券評価差額金 △  １２０  △   ３２８  
  その他 △    １  △     １  
 繰延税金負債合計 △  １６３  △   ３６４  
 繰延税金資産の純額 ４０８  １，２９５  
 
 (2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

                                                                                      （単位：％） 

 前連結会計年度  当連結会計年度  

 法定実効税率 ４１．７  ４１．７  

  （調整）     

  交際費等永久に損金に算入されない項目 １０．９  △   １．５  

  受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △  ３．４  ０．６  

  住民税等均等割 １１．１  △   １．８  

  欠損金子会社の未認識税務利益 ４．７  －  

  土地収用特別控除 △  ８．５  －  

  評価性引当金の増加 １．９  ０．７  

  法定実効税率と税効果適用税率との差の影響 －  △   ２．４  

  持分法適用会社の投資損失に係る繰延税金資産取崩 －  △   ４．３  

  税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 ６．１  －  

  関係会社持分法損益 １１．５  ０．３  

  その他 △  ２．９  △   ０．７  

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 ７３．１  ３２．６  
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９．セグメント情報 

 （１）事業の種類別セグメント情報  

    前連結会計年度（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）           （単位：百万円） 

 建設事業 販売事業等 計 消去又は全社 連 結 

１．売上高及び営業損益      

売  上  高      

 （1）外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高    21,869 4,158 26,027 － 26,027 

 （2）セグメント間の内部売上高又は振替高  31 578 610 （ 610） － 

 計 21,901 4,736 26,638 （ 610） 26,027 

 営 業 費 用 21,042 4,681 25,723          5 25,728 

 営 業 利 益 859 55 914 （ 615） 299 

２．資産、減価償却費及び資本的支出      

 資   産 11,896 2,062 13,959       3,418 17,377 

 減価償却費 205 27 232         29 262 

 資本的支出 174 13 188  8 197 

    当連結会計年度（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）            （単位：百万円） 

 建設事業 販売事業等 計 消去又は全社 連 結 

１．売上高及び営業損益      

売  上  高      

 （1）外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高    23,593 4,333 27,926 （  －） 27,926 

 （2）セグメント間の内部売上高又は振替高  55 499 555 （ 555） － 

 計 23,648 4,833 28,482 （ 555） 27,926 

 営 業 費 用 21,630 4,778 26,409 （  29） 26,379 

 営 業 利 益 2,018 54 2,072 （ 525） 1,547 

２．資産、減価償却費及び資本的支出      

 資   産 12,108 2,119 14,227       4,460 18,688 

 減価償却費 195 29 225         29 255 

 資本的支出 179 35 215  4 219 

（注） １．事業区分の方法 

  連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております｡ 

 ２．各区分に属する主要な事業の内容 

  建設事業   ： 通信設備工事、一般土木工事及び電気設備工事他 

  販売事業等 ： 通信機器の販売、電気通信材料工具の販売、ＯＡ機器・ソフトの販売及びリース他 

 ３．前連結会計年度における営業費用のうち、消去又は会社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、615 

百万円であり、その主なものは連結財務諸表提出会社本社の経営企画部、監査部、総務部、購買部、人 

事部及び経理部等管理部門に係る費用であります。 

当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は会社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、541

百万円であり、その主なものは連結財務諸表提出会社本社の経営企画部、監査部、総務部、購買部、人事

部及び経理部等管理部門に係る費用であります。 

 ４．前連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は､3,534百万円であり、

その主なものは親会社での余資運用資金（現金預金及び有価証券）､長期投資資金（投資有価証券）及び

管理部門に係る資産等であります。 

当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、4,460 百万円であ

り、その主なものは親会社での余資運用資金（現金預金及び有価証券）､長期投資資金（投資有価証券）

及び管理部門に係る資産等であります。 

 ５．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却費とその増加額が含まれております。 

 

 （２）所在地別セグメント情報  

 当連結会計年度及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の合計額

に占める「本邦」の割合が、いずれも９０％を超えているため、連結財務諸表規則様式第二号（記載上の注意

１１）に基づき、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 （３）海外売上高  

 当連結会計年度及び前連結会計年度において、海外売上高が連結売上高の１０％未満のため、連結財務諸表規則

様式第三号（記載上の注意５）に基づき、海外売上高の記載を省略しております。 
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１０．関連当事者との取引 

 前連結会計年度（自 平成１４年４月１日 至 平成１５年３月３１日） 

   子会社等                                     

       関係内容     

 

 

 

属性 会社等 
の名称 

住所 資本金又 
は出資金 
（百万円） 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の 
所有（被所 

有）割合 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引の内容 取引金額 
（百万円） 

科 目 期末残高 
（百万円） 

  

関連 

会社 

 

九州通信 

産業(株) 

 

熊本市 

 

４５ 

電気通信用 

資材、機器 

工具等の販売 

直接所有 

48.1％ 

 

兼  任 

１  名 

当社の 

工事材料

仕入先 

材料の購入 

 
債務保証 

1,685 

 
150 

工事未払金 

 
－ 

376 

 
－ 

  

関連 

会社 

 

(有)星州 

建設 

 

長崎県 

大村市 

 

１０ 

 

建設業 

 

直接所有 

25.9％ 

 

出  向 

１  名 

 

当社の 

外注先 

建設工事の発注 
資金の貸付 

債務保証 

73 
70 

19 

工事未払金 
長期貸付金 

－ 

5 
380 

－ 

  （注）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には長期貸付金を除き、消費税等が含ま

れております。 

      

 取引条件及び取引条件決定方針等 

 

 

(１)九州通信産業(株)からの材料購入価格は、主に規格材料のため毎期価格交渉のうえ決定しております。 

また、同社に対する債務保証は運転資金として金融機関からの融資１５０百万円に対して保証したものであ 

ります。 

 

 

 

(２)(有)星州建設に対する外注工事の発注価格については、当社の積算と同社の見積りを入手し、交渉のうえ価格

及び支払条件を決定しております。 

また、同社に対する資金の貸付は、同社の運転資金として貸付したものであります。 

さらに、同社に対する債務保証については、運転資金として金融機関からの融資１９百万円に対して保証した

ものであります。 

 

 当連結会計年度（自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日） 

   子会社等                                      

       関係内容     

 

 

 

属性 会社等 

の名称 

住所 資本金又 

は出資金 
（百万円） 

事業の内容 

又は職業 

議決権等の 

所有（被所 

有）割合 

役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 
取引の内容 取引金額 

（百万円） 

科 目 期末残高 

（百万円） 

  
関連 

会社 

 
九州通信 

産業(株) 

 
熊本市 

 
４５ 

電気通信用 
資材、機器 

工具等の販売 

直接所有 

48.1％ 
 
兼  任 

１  名 

当社の 
工事材料

仕入先 

材料の購入 
 

債務保証 

2,294 
 

150 

工事未払金 
 

－ 

555 
 

－ 

  

関連 

会社 

 

(有)星州 

建設 

 

長崎県 

大村市 

 

１０ 

 

建設業 

 

直接所有 

25.9％ 

 

－ 

 

当社の 

外注先 

資金の貸付 

債務保証 

97 

15 

長期貸付金 

－ 

375 

－ 

  （注）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には長期貸付金を除き、消費税等が含ま

れております。 

  （注）消費税に係る会計処理方法につき税抜き方式を採用しているため、取引金額には消費税等を含めず、期末残高

には消費税等を含めた額を記載しております。 

  取引条件ないし取引条件決定方針等 

 

 

(１)九州通信産業(株)からの材料購入価格は、主に規格材料のため毎期価格交渉のうえ決定しております。 

また、同社に対する債務保証は金融機関からの融資１５０百万円に対するものであります。 

 

 

(２)(有)星州建設に対する資金の貸付は、市場金利を勘案して利率を決定しております。 

また、同社に対する債務保証は金融機関からの融資１５百万円に対するものであります。 

 

  

  

  

  

  

  

  

 

 



－２３－ 

５．生産、受注及び販売の状況 

                                       （単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

 自 平成14 年4月 1 日 自 平成15 年4月 1 日 

 至 平成15 年3月31日 至 平成16 年3月31日 

 

部門別 

金  額 構成比 金  額 構成比 

増減金額 
 

      ％    ％   

 受 建 設 事 業 １９，８８６ 82.7 ２３，６８１ 84.5 ３，７９５  

         

 注 販売事業等 ４，１５８ 17.3 ４，３３３ 15.5 １７５  

         

 高  

計 

 

２４，０４４ 

 

100.0 

 

２８，０１５ 

 

100.0 

 

３，９７１ 

 

         

 売 建 設 事 業 ２１，８６９ 84.0 ２３，５９３ 84.5 １，７２３  

         

 上 販売事業等 ４，１５８ 16.0 ４，３３３ 15.5 １７５  

         

 高  

計 

 

２６，０２７ 

 

100.0 

 

２７，９２６ 

 

100.0 

 

１，８９８ 

 

         

 受 建 設 事 業 ６，０３２ 100.0 ６，１２０ 100.0 ８８  

 注        

 残 販売事業等 － － － － －  

 高        

   

計 

 

６，０３２ 

 

100.0 

 

６，１２０ 

 

100.0 

 

８８ 

 

           
 

  

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 



 －個別１－ 

 

平成１６年３月期       個別財務諸表の概要          平成１６年５月２０日 

 上 場 会 社 名 西日本システム建設株式会社 上場取引所(所属部) 大証(第２部)・福証 
 コ ー ド 番 号 １９３３ 本社所在都道府県 熊本県 
 (URL  http://www.sysken.co.jp/)   
 代 表 者  代表取締役社長  赤 星  敦  
 問 合 せ 先 責 任 者  取締役経理部長  森   豊 康 ＴＥＬ  (０９６)３７３－０１１８ 
 決算取締役会開催日  平成１６年５月２０日 中間配当制度の有無 無 

 定時株主総会開催日  平成１６年６月２９日 単元株制度採用の有無 有（1単元 1,000株） 

 
１. １６年３月期の業績（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

(１) 経営成績                               （百万円未満は切り捨て） 
  売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
  百万円  ％ 百万円      ％ 百万円   ％ 

 １６年３月期 ２４，３７２（  10.0）   １，３８６（  855.0） １，４８２（  952.4） 

 １５年３月期 ２２，１５９（△ 16.9） １４５（△ 48.4） １４０（△ 57.3） 

 
１株当たり 潜在株式調整後 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高 

 １株当たり    
   

当期純利益 
当期純利益 当期純利益 当 期 純 利 益 率  経常利益率 経常利益率 

  百万円 ％ 円    銭 円   銭 ％ ％ ％ 
 １６年３月期  △９７７(    －) △７５．５５ －   － △２３．０ ９．２ ６．１ 
 １５年３月期 ４０(△ 40.1) ３．０６ －   －  ０．８ １．０ ０．６ 

（注） ①期中平均株式数 １６年３月期 12,940,892 株 １５年３月期 13,079,895 株  
 ②会計処理の方法の変更 有      
 ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 
（２）配当状況 
 1株当たり年間配当金 配当金総額   
   配当性向 株主資本配当率 
 

 

 中 間 期 末 （年  間）   
  円   銭 円   銭 円   銭 百万円 ％ ％ 
 １６年３月期 ６．００ － － ６．００ ７６      －  １．８  
 １５年３月期 ６．００ － － ６．００ ７８  １９５．５  １．５  

 
（３）財政状態 

  総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
  百万円      百万円 ％ 円  銭 
 １６年３月期 １６，１２２ ４，２５１ ２６．４ ３３４．３４ 
 １５年３月期 １４，６５０ ５，１２９ ３５．０ ３９３．３４ 

（注） ①期末発行済株式数 １６年３月期 12,717,652 株  １５年３月期 13,040,802 株  
 ②期末自己株式数 １６年３月期 382,348 株  １５年３月期 59,198 株  

 
２．１７年３月期の業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 
 
 

1 株 当 た り 年 間 配 当 金             

 

  
売 上 高 

 
経常利益 

 
当期純利益 

中 間 期 末  
  百万円 百万円 百万円 円   銭 円   銭 円   銭 
 中 間 期  １０，０００   ２００ １００ － －  － －  － － 
 通   期 ２２，５００ ８００ ３５０ － －  ８．００ ８．００ 
 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）２７円５２銭 
    ＊期末配当金は、普通配当金６円、創立５０周年の記念配当２円を予定しております。 



 －個別２－ 

財務諸表等 
(1) 貸借対照表 

前 事 業 年 度 

(平成 15 年 3 月 31 日現在) 

当 事 業 年 度 

(平成 16 年 3 月 31 日現在) 

 
科    目 

金   額 構成比 金   額 構成比 

 
増減金額 

（ 資 産 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％  百万円 
       

Ⅰ 流 動 資 産 ８，３２１ 56.8 ８，８６０ 55.0  ５３９ 

 現 金 預 金 ４４０  ５２６   ８５ 

 受 取 手 形 １５３  １４１  △ １２ 

 完 成 工 事 未 収 入 金 ５，８７５  ６，２１８   ３４３ 

 未 成 工 事 支 出 金 ９７２  １，１５０   １７８ 

 材 料 貯 蔵 品 ３１８  ２５２  △ ６５ 

 短 期 貸 付 金 １９  ２９   ９ 

 前 払 費 用 ２６  ２１  △ ５ 

 繰 延 税 金 資 産 ８４  １７６   ９１ 

 未 収 入 金 ３５３  ３０８  △ ４５ 

 そ の 他 ８１  ３６  △ ４５ 

 貸 倒 引 当 金 △     ５  △     １   ４ 

       

Ⅱ 固 定 資 産 ６，３２９ 43.2 ７，２６２ 45.0  ９３２ 

有 形 固 定 資 産  ３，１２１ 21.3 ２，９４２ 18.2 △ １７８ 

 建 物 １，１７０  １，０２３  △ １４７ 

 構 築 物 ６７  ５８  △ ８ 

 機 械 装 置 １１  ８  △ ２ 

 車 輌 運 搬 具 ４  ３  △ １ 

 工 具 器 具 ・ 備 品 ６８  ６２  △ ６ 

 土 地 １，８００  １，７８６  △ １４ 

 建 設 仮 勘 定 －  １   １ 

無 形 固 定 資 産  １０２ 0.7 ９１ 0.6 △ １０ 

 ソ フ ト ウ ェ ア ５５  ５５  △ ０ 

 電 話 加 入 権 ３３  ３３   － 

 そ の 他 １２  ２  △ １０ 

投 資 そ の 他 の 資 産 ３，１０５ 21.2 ４，２２８ 26.2  １，１２２ 

 投 資 有 価 証 券 ２，２４１  ２，３９４   １５３ 

 関 係 会 社 株 式 ２８２  ２９０   ８ 

 長 期 貸 付 金 ５２  ８８   ３６ 

 従 業 員 長 期 貸 付 金 ５８  ４９  △ ８ 

 関係会社長期貸付金 ３８０  ５１５   １３５ 

 長 期 未 収 入 金 １５４  １０１  △ ５３ 

 破 産 更 生 債 権 等 ９６  ５９  △ ３６ 

 長 期 前 払 費 用 １９  １６  △ ３ 

 繰 延 税 金 資 産 ３３７  １，１８４   ８４６ 

 そ の 他 １０３  １０２  △ １ 

 貸 倒 引 当 金 △   ６２１  △   ５７４   ４７ 

       

資 産 合 計 １４，６５０ 100.0 １６，１２２ 100.0  １，４７１ 

 

                                    



 －個別３－ 

前 事 業 年 度 

(平成 15 年 3 月 31 日現在) 

当 事 業 年 度 

(平成 16 年 3 月 31 日現在) 

                 
科     目 

金   額 構成比 金   額 構成比 

 
増減金額 

 

（ 負 債 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 
         

Ⅰ 流 動 負 債 ８，４３１ 57.5 ８，６２６ 53.5  １９４ 

 支 払 手 形 ３９  ４２   ３ 

 工 事 未 払 金 ３，２４３  ３，８００   ５５６ 

 短 期 借 入 金 ４，６０４  ３，５７７  △ １，０２７ 

 未 払 金 ６９  １９３   １２４ 

 未 払 費 用 ５  ６   １ 

 未 払 法 人 税 等 １５４  ４５８   ３０４ 

 未 払 消 費 税 等 ４８  ９３   ４４ 

 未 成 工 事 受 入 金 ６１  １０８   ４６ 

 預 り 金 ４３  ３４  △ ８ 

 賞 与 引 当 金 １２５  ３０８   １８３ 

 完成工事補償引当金 ２  ２   ０ 

 そ の 他 ３３  －  △ ３３ 

        

Ⅱ 固 定 負 債 １，０８９ 7.5 ３，２４４ 20.1  ２，１５４ 

 長 期 借 入 金 ２７３  ２０１  △ ７２ 

 長 期 預 り 保 証 金 ８９  ８４  △ ５ 

 退 職 給 付 引 当 金 ５６６  ２，８６３   ２，２９７ 

 役員退職慰労引当金 １６０  ９４  △ ６５ 

       

 負 債 合 計 ９，５２１ 65.0 １１，８７０ 73.6  ２，３４９ 

       

（ 資 本 の 部 ）      
       

Ⅰ 資 本 金 ８０１ 5.5 ８０１ 5.0  － 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 ５６０ 3.8 ５６０ 3.5  － 

 資 本 準 備 金 ５６０  ５６０   － 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 ３，５９３ 24.5 ２，５３７ 15.7 △ １，０５５ 

 利 益 準 備 金 ２００  ２００   － 

 任 意 積 立 金 ３，１６５  ３，１６１  △ ３ 

  固定資産圧縮積立金 ６５  ６１  △ ３ 
  別 途 積 立 金 ３，１００  ３，１００   － 
 当期未処分利益又は当期未処理損失（△） ２２７  △   ８２４  △ １，０５２ 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 １８５ 1.3 ４２３ 2.6  ２３７ 

Ⅴ 自  己  株  式 △    １０ △  0.1 △    ６９ △  0.4 △ ５９ 

 資 本 合 計 ５，１２９ 35.0 ４，２５１ 26.4 △ ８７７ 

       

負 債 ・ 資 本 合計 １４，６５０ 100.0 １６，１２２ 100.0  １，４７１ 

 

 
 
 



 －個別４－ 

(2) 損益計算書 
前 事 業 年 度 当 事 業 年 度 

自 平成 14 年 4 月 1 日 自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 3 月 31 日 至 平成 16 年 3 月 31 日 

         

 

科      目 

金額 百分比 金額 百分比 

 

 

増減金額 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 

      

Ⅰ 完   成   工   事   高 ２２，１５９ 100.0 ２４，３７２ 100.0  ２，２１３ 

Ⅱ 完 成 工 事 原 価 ２０，４０３ 92.1 ２１，５０５ 88.2  １，１０１ 

  完成工事総利益  １，７５５ 7.9 ２，８６７ 11.8  １，１１１ 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 １，６１０ 7.3 １，４８０ 6.1 △ １２９ 

  営 業 利 益  １４５ 0.6 １，３８６ 5.7  １，２４１ 

Ⅳ 営 業 外 収 益 ２６９ 1.2 ２１８ 0.9 △ ５１ 

  受 取 利 息 １４  １４  △ ０ 

  受 取 配 当 金 ３２  ３４   １ 

  受 取 賃 貸 料 ７３  ７７   ４ 

  資 格 取 得 協 力 金 ３６  ３５  △ ０ 

  そ の 他 １１３  ５５  △ ５７ 

Ⅴ 営  業   外   費   用 ２７４ 1.2 １２２ 0.5 △ １５１ 

  支 払 利 息 ８５  ７７  △ ７ 

  貸 倒 引 当 金 繰 入 額 １１３  ６  △ １０６ 

  為 替 差 損 ２３  ７  △ １５ 

  そ の 他 ５２  ３０  △ ２２ 

   経 常 利 益 １４０ 0.6 １，４８２ 6.1  １，３４１ 

Ⅵ 特 別 利 益  ５０６ 2.3 ６８０ 2.8  １７３ 

  固 定 資 産 売 却 益 ２４１  １２７  △ １１３ 

  投 資 有 価 証 券 売 却 益 －  ４９８   ４９８ 

  建 物 移 転 等 補 償 金 ２６４  ５４  △ ２１０ 

Ⅶ 特 別 損 失  ５２５ 2.4 ３，６９９ 15.2  ３，１７４ 

  固 定 資 産 除 却 損 ９６  ７６  △ １９ 

  特 別 退 職 金 ３２１  ８１６   ４９５ 

  大量退職に伴う退職給付費用 －  １，４８７   １，４８７ 

  退 職 給 付 会 計 基 準 変 更 時 差 異 一 括 費 用 処 理 額  －  １，１０９   １，１０９ 

  投 資 有 価 証 券 売 却 損 －  ３６   ３６ 

  投 資 有 価 証 券 評 価 損 ９９  １５２   ５２ 

  関 係 会 社 株 式 評 価 損 －  ２０   ２０ 

  ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 ８  －  △ ８ 

  税引前当期純利益又は当期純損失（△） １２２ 0.5 △ １，５３６ △  6.3 △ １，６５８ 

 法人税、住民税及び事業税 １７１ 0.7 ５４０ 2.2  ３６９ 

 法 人 税 等 調 整 額 △   ８８ △  0.4 △ １，０９９ △  4.5 △ １，０１０ 

 当期純利益又は当期純損失（△） ４０ 0.2 △   ９７７ △  4.0 △ １，０１７ 

 前 期 繰 越 利 益 １８７  １５２  △ ３４ 

 当期未処分利益又は当期未処理損失（△） ２２７  △   ８２４  △ １，０５２ 

 
 
 
 
 
 
 



 －個別５－ 

(3) 利益処分案 

科    目 
前 事 業 年 度 

平成１５年３月期 

当 事 業 年 度 

平成１６年３月期 
増減金額 

  百万円 百万円 百万円 

Ⅰ 当期未処分利益又は当期未処理損失（△ ）  ２２７  △   ８２４  △ １，０５２  

Ⅱ 任 意 積 立 金 取 崩 額       

  固定資産圧縮積立金取崩額 ４  １０  ５  

  別 途 積 立 金 取 崩 額 －  １，０５０  １，０５０  

   合      計 ２３２  ２３５  ３  

Ⅲ 利 益 処 分 額       

  利 益 配 当 金 ７８  ７６  △     １  

          

  任 意 積 立 金       

   固定資産圧縮積立金 １  －  △     １  

Ⅳ 次 期 繰 越 利 益 １５２  １５９  ６  

 
［１株当たり配当金の内訳］ 
 前期（１５年３月期） 当期（１６年３月期）  
 年 間 中 間 期 末 年 間 中 間 期 末  
 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭  
普通株式 ６．００ － ６．００ ６．００ － ６．００  
（内訳） 普通配当 ６．００ － ６．００ ６．００ － ６．００  
        
        
        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 －個別６－ 

（重要な会計方針）   
１．資産の評価基準及び評価方法  
 (1)有価証券  子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

  その他有価証券 時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法( 評価

差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定 ) 
    時価のないもの 移動平均法による原価法 
     
 (2)デリバティブ   時価法 
     
 (3)たな卸資産  未成工事支出金 個別法による原価法 
  材料貯蔵品 移動平均法による原価法 

    
 有形固定資産     定率法 ２．固定資産の減価償却 

の方法  無形固定資産 定額法 
   なお、耐用年数及び残存価額については、 

法人税法に規定する方法と同一の基準に 
よっております。 
ただし、自社利用のソフトウェアについて 
は、社内における利用可能期間（５年）に 
基づいております。 

   
３．引当金の計上基準   
 (1) 貸倒引当金  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

      

 (2) 賞与引当金  従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

      

 

 

(3) 完成工事補償引当金  完成工事のかし担保の費用に備えるため、当期の完成工事高に対する将来の見積補

償額に基づき計上しております。 

      

 (4) 退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については、当期において未処理額を一括して費用処理

しております｡ 

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処

理することとしております。 

（会計処理の変更） 

会計基準変更時差異については、従来７年による按分額を費用処理しておりました

が、当期において未処理額を一括して費用処理する方法に変更しております。 

この変更は、当期において構造改革の一環として早期退職制度に基づく希望退職者

の募集を行った結果、退職給付制度を構成する相当数の従業員が一時に退職し、「退

職給付制度間の移行等に関する会計処理（企業会計基準適用指針第一号）」に規定す

る「大量退職」に該当するなど、退職給付制度にかかる当期の状況と退職給付会計

基準適用時における状況に大きな乖離が生じたため、これを機に会計基準変更時差

異の費用処理方法の見直しを行い、財務体質の健全化を図ったものであります。 



 －個別７－ 

   この変更により、大量退職に伴なう会計処理後の会計基準変更時差異未処理額

（1,109百万円）を「退職給付会計基準変更時差異一括費用処理額」として特別損失

に計上しております。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、営業利益及び経常利益は 257 百万

円、税引前当期純損失は851百万円それぞれ多く計上されております。 

      

 

 

(5) 役員退職慰労引当金  

 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。 

   

４．完成工事高の計上基準  工事完成基準 

     

５．外貨建資産及び負債の 
本邦通貨への換算基準 

 
 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 
   
６．リース取引の処理方法  

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

   
７．ヘッジ会計の方法   
 (1) ヘッジ会計の 

方法 
 繰延ヘッジ処理によっております。 

    
 (2) ヘッジ手段と 

ヘッジ対象 
 ヘッジ手段 

ヘッジ対象 
金利スワップ 
借入金利息 

     
 (3) ヘッジ方針  金融負債に係る将来の金利変動によるリスクを回避する目的で、金利スワップ取引

を行うこととしております。 
    
 (4) ヘッジ有効性評価

の方法 
 ヘッジ手段の変動の累計額とヘッジ対象の変動の累計額とを比較して判定しており

ます。 

 
８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 消費税等の会計処理  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 
   

（注記事項） 
１．貸借対照表関係 
  前  期   当  期  

   （百万円）  （百万円）  

 (1) 有形固定資産の減価償却累計額 ２，１１３  ２，０８２  

   

 (2) 担保資産及び担保付債務 

  ① 担保に供している資産 

   建      物  ５０３  ３６３ 

   土      地  ３５１  ２９３  

   投 資 有 価 証 券  ３４０  ７９  

   計  １，１９５  ７３５  

  

      

      

      

      

      



 －個別８－ 

  前  期   当  期  

   （百万円）  （百万円）  

 ② 担保付債務     

  長 期 借 入 金  ３７９  ４０８  

  （1年以内を含む）      

  短 期 借 入 金  ７５５  ５５５  

  工 事 未 払 金  ３  １１  

  計  １，１３７  ９７５  

   

 (3) 保 証 債 務     

  借入保証等  ５０２  ３７１  

        

 (4) 関係会社に対する負債        

  関係会社工事未払金   ８５２  １，０１８   

        

        

 (5) 会社の発行する株式の総数       

  普通株式  ４８，４００ 千株 ４８，４００ 千株 
   発行済株式総数      

  普通株式  １３，１００ 千株 １３，１００ 千株 
         

 (6) 自己株式 

   当社が保有する自己株式数  

  普通株式  ５９ 千株 ３８２ 千株 
  

 (7) 配 当 制 限 

 商法第２９０条第１項第６号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額 
１８５  － 

 

 

 商法施行規則第１２４条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額 
－  ４２３ 

 

 

     

２．損益計算書関係 

  前  期  当  期  

   （百万円）  （百万円）  

 (1) 販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次の

とおりです。 

    

  従業員給料手当・賞与手当 ６１７  ６０４  

  賞与引当金繰入額 ２３  ６５  

  退職給付費用 １６２  ７６  

  役員退職慰労引当金繰入額 ２７  ２９  

  法定福利費 １１５  １０２  

  減価償却費 ７８  １０４  

      

 (2) 研究開発費     

  

一般管理費及び当期工事原価に含まれる研究開発費 

の総額は次のとおりであります。 

 

１６ 

 

 

   

２５ 

 

 

  

  

  

  

  



 －個別９－ 

  前  期  当  期  

   （百万円）  （百万円）  

 (3) 固定資産売却益 

  土 地  ２４１  １２７  

        

 (4) 固定資産除却損      

  建 物  ７０  ６７  

  構築物  ３  ２  

  その他  ２２  ７  

  

 (5) 特別退職金 

  構造改革の一環としての早期退職制度による退職金であります。 

  

 (6) 大量退職に伴う退職給付費用 

  構造改革の一環としての早期退職制度による退職を「退職給付制度間の移行等に関する会計処理（企業会計基準適

用指針第一号）」に規定する「大量退職」に準拠して会計処理を行った結果発生した費用であり、内訳は次のとお

りであります。 

 退職給付債務の消滅額とそれに対応する退

職金支払額との差額 
－  ３８５ 

 

 未認識数理計算上の差異の消滅額 －  ５２０  

 会計基準変更時差異未処理額の消滅額 －  ５８２  

 

３．リース取引関係 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額（注）百万円未満切り捨て 

 前    期 当    期  

 取得価額 減価償却 期末残高 取得価額 減価償却 期末残高  

  累 計 額   累 計 額   

 

 

相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額  

 車 輌 運 搬 具          72  58  13  193  16  177   

 工具器具・備品          56  27  29  47  30  17   

   合    計 128  85  42  241  46  195   

 

 (2) 未経過リース料の期末残高相当額 （注）百万円未満切り捨て 

  前   期 当   期  

  １ 年 以 内 22  42   

  １  年  超 22  154   

   合   計 44  197   

 

 (3) 支払リース料等         （注）百万円未満切り捨て 

  前   期 当   期  

 支 払 リ ー ス 料 90  33   

 減価償却費相当額 81  30   

 支 払 利 息 相 当 額 3  3   

 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 (5) 利息相当額の算定方法 

 

 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法について 

は利息法によっております。 

 



 －個別１０－ 

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

   （単位：百万円） 

 前  期  当  期  

 繰延税金資産 

 退職給与引当金損金算入限度超過額 １７５   １，１２６   

 貸倒引当金損金算入限度超過額 ２４６   ２２９   

 賞与引当金損金算入限度超過額 ３４   １２４   

 投資有価証券評価損 －   ６７   

 役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 ６５   ３８   

 その他 ７３   １１３   

 繰延税金資産小計 ５９５   １，６９９   

  評価性引当額 △    ４   △    １７   

 繰延税金資産合計 ５９０   １，６８２   

 繰延税金負債       

 固定資産圧縮積立金 △   ４１   △    ３４   

 その他有価証券評価差額金 △  １２５   △   ２８７   

 繰延税金負債合計 △  １６７   △   ３２２   

 繰延税金資産の純額 ４２２   １，３６０   

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   （単位：％） 

 前  期  当  期  

 法定実効税率 ４１．７   ４１．７   

 （調整）       

 交際費等永久に損金に算入されない項目 １９．３   △   １．３   

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △  ６．７   ０．５   

 住民税等均等割 １９．７   △   １．６   

 評価性引当額の増加 －   △   ０．８   

 法定実効税率と税効果適用税率との差の影響 －   △   ２．３   

 税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 １２．２   －   

 土地収用特別控除 △ １７．１   －   

 その他 △  １．９   ０．２   

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 ６７．２   ３６．４   

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 －個別１１－ 

（役員の異動） 
 

  ６月２９日付の役員の異動については未定であります。 

 

   

    

   

   

    

   

   

    

   

   

    

   

   

    

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 


